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　このままでは４年後に市の基金が枯渇するという財政推
計を踏まえ、この危機的な状況を改善するために、市は「行
財政改革大綱」及び「行財政集中改革プラン」の策定に取り
組んでいます。この大綱・プランは、今後の改革の指針とな
るものです。

　このほど、最終案へ向けた「素案」がまとまりましたの
で、その概要をお知らせします。
　なお、平成18年度の取り組みはすでに始まっており、総人
件費抑制のため、昨年10月から職員の給与を５％カットする
とともに、特別職の報酬のカットもすでに行われています。

行財政改革の目標
　行財政改革は、行政が最少の経費で最大の効果をあげ、
市民が求めるサービスを最良の形で提供するために、既存
のシステムを不断に見直し改善していく、行政にとって普遍
的な課題です。
　本市が、時代の変化や多様化、複雑化する行政課題に的
確に対応し、将来にわたって持続的に発展する新しい自治体
へと生まれ変わるために、
『時代の変化に対応した新しい国東市の形成』を行財政改
革の目標とします。

行財政改革の基本方針
　この目標の実現に向けて、次の４つの基本方針を定め、改
革を推進します。
　１　効果的・効率的な行財政運営の推進
　２　組織・機構の整備と新たな人事管理制度の構築

　３　市民の視点に立った行政サービスの提供
　４　市民協働によるまちづくりの推進

計画の期間
　平成18年度から22年度までの５年間を計画の期間として
います。

行財政改革の基本的な数値目標
　５年間で約21億円の歳出削減を行います。 
　平成22年度末の財政調整基金残高を11億円以上保有しま
す。 
　　※基金総額では21億円以上保有します。
　財政指標による目標設定
　・経常収支比率を100％以内にします
　・起債制限比率を15％以内にします
　・実質公債費比率を17％以内にします

行財政改革大綱・集中改革プランの
素案がまとまりました
『時代の変化に対応した新しい国東市の形成』のために

 みなさんの声を計画の実施に反映させ
ていきたいと考えていますのでご意見
をどしどしお寄せください。
【募集期間】　１月31日㈬まで
【応募方法】　自由な書式に意見と①住
所②氏名③電話番号④年齢を書いて下
記のいずれかの方法でお送りください。
❶Ｅメール
gyokaku-suishin@city.kunisaki.lg.jp 
❷はがき、封書 
〒873-0502　大分県国東市国東町田
深280番地２　国東市役所行革推進室
❸市長への意見箱　「行財政改革への
意見」と必ず明記して、国東市役所、各
総合支所、アストくにさき、みんなんか
ん、武蔵中央公民館、安岐総合支所湊出
張所に設置している「市長への意見箱」
に投函してください。

１ 定員管理
◇期間中に67人（10.8％）の削減をめざします
　・平成17年４月１日現在の職員数（617人＝市民病院を除く）を基準と
し、計画終了時点の平成22年４月１日現在の職員数の目標を550人
と設定し、期間中に67人（10.8％）の削減をめざします。

　※参考　H17.4.1　617人＝530人（消防以外）＋87人（消防）
　　　　　H22.4.1　550人＝463人（消防以外）＋87人（消防）
◇定員管理の適正化（新陳代謝効果）による効果額３億５千万円　
　・退職者数に対する削減数を考慮しながら、３分の１採用を原則とし
ます。

　・業務の委託化や民間活力の導入を推進し、正規職員の臨時化・嘱託
化を視野に入れた事務の見直しを行います。

３ 市財政運営の健全化
◇市税、公共料金等の徴収率の向上　２千百万円
　・納税意識の低下にならないよう口座振替の推進を強
力に進めます。

　・滞納者に対し日頃から文書・電話催告を強化し、悪質
な場合は法的措置を講じ、差し押さえの強化を図ると
ともに、休日、夜間の徴収及び納税相談の実施に努
めます。 

◇各種使用料の徴収強化　１千９百万円
　・市営住宅の使用料は、滞納者については本人との納付
相談により分割納付等による徴収の推進を図り、長期
滞納者等の悪質な入居者については明け渡し請求等

の法的措置を講じるなど、徴収を強化していきます。 
　・その他各種使用料についても、それぞれの状況に応
じ、受益者負担の原則に従って、適切な納付が行わ
れるよう努めます。 

◇市有財産の有効活用 
　・市有地の未利用地を調査し、遊休地の売却及び貸付
等を含め遊休財産を利活用し、自主財源の確保及び
基金積立に努めます。 

◇職員の自助努力により総額７億５千４百万円の経常経
費の削減を図る。
　・職員給与の５％カットにより約７億３百万円　
　・市長10％、助役・収入役・教育長５％の毎月報酬の
カットにより約８百万円

　・管理職手当の減額10％→６％、８％→５％、６％→
４％のカットにより４千３百万円

　※いずれもカット期間、平成18年10月から平成22年９
月まで

◇投資的経費の抑制目標総額４億円（約１億円／年） 　
　・事業の計画的な実施による抑制を行い、充当一般財
源の節減を図ります。 

◇特別会計の健全化 
　・特別会計（公営企業、一部事務組合を含む）につい
ては、料金の見直し、民間的経営手法の導入、未収
金の徴収対策等といった経営改革の推進、定員管理
及び給与の適正化等の見直しを行い経営の健全化に
取り組みます。

４ 職員の意識改革と事務事業の見直し
◇新市的視点に立った職員の意識改革 
　・職員全員が新市全体を視野に入れた視点で市民ニー
ズに応え、民間の経営感覚やコスト意識を持ちなが
ら、改革を主体的に推進していくよう意識改革を図り
ます。

◇職員研修制度の充実 
　・効果的な研修内容、研修体系を検討し、「人材育成
基本方針」を策定し、接遇研修、専門研修等の各種
研修を実施していき、職員の能力ややる気を最大限
に発揮できるように人材育成を行っていきます。 

◇職員提案の実施 
　・職員全員が行財政改革の当事者としての意識を持
ち、市の行政課題の解決に資するためにも、行財政
改革に関する職員提案を常時募集します。

◇事務事業整理見直し
　・厳しい財政環境のもとで、妥当性、緊急性、優先性、
効果性および効率性などを踏まえ、事務事業の徹底
的な見直しを行うとともに、最少の経費で最大の効果
を挙げる行財政運営に努めます。

◇行政評価（事業評価）システムの導入・ＩＴ化の推進 
　・市政の透明性を確保するため、事務事業全般につい
て、市民の満足度や目的の達成度などの成果を評価
し、次の施策へ反映または改善していくシステムを構
築する必要があり、さらに、職員のコスト意識を高め、
より良い政策の立案と合理的な事業選択を行っていく
ためにも、行政評価システムの導入を目指します。

　・全庁的な事務の効率化として、庁内ＬＡＮ等を有効に
活用する等、より効率的な業務の執行に努めます。

５ 民間活力の導入
◇公の施設の見直し（指定管理者制度の活用を含む）
　・各施設について、その設置目的、適正管理の確保等総
合的に判断し、指定管理者に管理を行わせることが適
当であると認められる場合、指定管理者制度を活用し
ます。

　・公共と民間のパートナーシップの形成による地域の再

生発展に繋げる施策の展開を検討し実施します。
◇住民参加の推進
　・住民自治の真の確立のため自らの地域は自らの手での
基本のもと、市と地域の役割を見直し、地域の自らが
必要とする仕組みづくりを積極的に支援します。 

２ 組織機構
◇職員の減少に見合った組織機構の見直し
　・現在の国東市の行政組織は、【部】と【総合支所】が曖昧なま
ま並存し、効率的な機能が十分に果たされていない状況で
す。住民サービスを低下させないためにも、組織機構を常に
検証し見直していきます。

「行財政改革大綱」
「行財政集中改革プラン」への
 意見を募集します。

大綱・改革プランの素案の概要

「国東市行財政改革大綱・集中改革プラン」等の詳しい内容は、国東市役所行革推進室、　　各総合支所で閲覧できます。また、国東市ホームページ（http://www.city.kunisaki.oita.jp）でもご覧になれます。


